






４．施工要領書の事例

修復工事を行なうに際し、どのような方法で、どのような工事期
間に、どのような材料を使用して、どの程度まで修復するかを施
工段取りに沿って、書面で説明した資料（これを施工要領書と言
います。）を用意します。
実際に行なう作業を文書で示したものであり、その書面を見る

ことで、どのような作業が行なわれるかが、一目で理解できるもの
です。
施工要領のわかりやすいパンフレットを以下に示します。















５．不良施工によるクレーム事例

液状化により被害を受けた建物の修復過程において、不良
施工に伴う2次的な被害が生じています。以下にその代表的な
事例を紹介します。

① 液状化被害に対する改修工事と称して、被害を受け、傾いて
いる建物はそのままに、地盤に空洞が生じている可能性を
強調し、薬液（セメント等を含む）を地盤内に注入し、液状化に
よる更なる沈下は生じないとして、地盤修復工事を終了させ、
補助金200万円の需給を前提に、150万円～200万円の工事費
を請求されたが、傾いた建物はそのままの状態であった例。

② 地盤内に薬液等を注入し、沈下した建物を上げるための工事
の最中に、隣地境界部の塀が傾き始め、薬液がもれ出てきた
例。



③ 地盤深さ７ｍ程までパイプによる地盤改良を行い、その上に
建物を新築したが、液状化被害により建物が不同沈下してし
まった。傾斜修復の為の見積りを依頼したら、アンダーピニ
ング工法を提案され、1000万円を超える見積りを提示された。
元施工会社の見積りでありながら、地震による被害はまった
く別扱いとして対応してきた。

④ ジャッキアップ工法により傾斜した建物を修復してもらったら、
建物外周部にのみジャッキをかけて建物を持ち上げていた。
その結果、建物内部の壁にひびが入り、建物外周部壁にも
ひびわれが多く発生した。改修したことにより、建物の壁
部分にひび割れが生じ、改修前より建物のひび割れが多く
生じてしまった。



⑤ 修復工事を行なうに際し、契約書には内容が明確に記載
されないまま、一式という形で見積書が提出され、契約に
いたっている。また、施工要領書、使用材料のボリューム、
工程なども明確にされていないまま、改修工事業務が進め
られた例。

⑥施工中の写真記録が看板等を立て、基本に沿った内容で
残されていない。

復旧工事を担当している施工業者の意見も以下に
添付いたします。





６．今後の対応と建築士、行政の方々への要望

地震によって発生した液状化現象により、傾いた住宅における
修復方法については、修復を専門とする会社、リニューアルを専門

とする会社、総合建設業者（ゼネコン）など多くの会社が提案してい
る方法があります。

その方法は、各社が独自の名称をつけた工法により提案されて
います。

工法の名称は異なりますが、基本的な方法は同じと考えて
宜しいでしょう。



沈下による建物の傾斜角の大小、建物の基礎形式（べた基礎、
布基礎）により工法は決定されますが、下記に示す内容に関する
アドバイスを市民の方々に是非していただきたい。

被災を受けた建物の修復あるいは建替えの判断をするには、大
規模半壊であっても時間がかかると思われます。

3年～5年程度の支援が必要と考えられます。

下記に示すようなアドバイスを是非お願い致します。



①どの工法が良いかは建築士あるいは専門業者に説明を受け、
どの程度の費用がかかるかは、2社以上の見積りを取って比較
してください。

②業者の決定に際しては、必ず施工要領書、あるいは施工計画書、
工法の解説書などの提出を求めてください。

③施工計画により、どのような準備、工事期間がかかるかを把握
してください。

④もし、不明な点がありましたら、各行政機関における相談窓口、
設計6団体（千葉県建築士事務所協会、千葉県建築士会、千葉県
建築家協会、日本建築構造技術者協会・千葉、日本建築学会
千葉支所、千葉県建築設備事務所協会）などに問い合わせくだ
さい。



⑤専門業者の実績を評価する場合は、東日本大震災発生後の
実績のみではなく、阪神淡路大震災などでの実績も重きを置いて
考えてください。地盤の修復における評価には時間的な経過が
必要であり、1，2年程度の実績では、十分な評価が難しいと考え
ます。

⑥修復した地盤性能を確認するために、必ず地盤の支持能力向上
の確認をしてください。

確認方法には、地盤調査で行なわれている標準貫入試験（Ｎ値の
確認）、あるいはスウェーデン式サウンディング（ＳＷＳ試験と呼ぶ）
等などがあります。



小規模な建物の地盤支持能力の検証にはＳＷＳ試験が多く利用
されています。私は電気式静的コーン貫入試験（ＣＰＴ）による液状
化判定、地盤支持力、粘土地盤の長期的な沈下の測定が有効と
考えます。20M程度の深さの調査で1試験あたり10万円程度と考え
られます。

以下に解説、写真を示します。




